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需要構造の把握による普及モデノレの
強化とマーケティング戦略での応用
恩　蔵　直　人
I　は　　じ　め　に
　企業が成長，発展するうえで新製品の開発が不可欠である反面，その失敗率
の高さは従来から報告されていた。ωこのことは，マーケティング研究者，と
りわげマーチャンダイジングや製品戦略を研究対象とする人々が，新製品の販
売水準を長期にわたり予測したり説明する技法を開発・設計することを助長L
た。修正指数曲線を用いたFourt　and　Woodlock，ロジスチック曲線を用い
たMansieldたちは，独自の普及モデルを構築し，製品やイノベーショソの採
用者数を継続的に把握することを試みている。
　しかしながら，BemhardtやMackenzieらが指摘するように，普及モデル
が有効に機能する場合もあれぱそうでない時もある。②この理由には，市場状
況，イノベーションの特徴なども挙げられるが，とりわけ，分析に用いられる
データ並びにそれを用いてのパラメータの推定手順の重要性が認識されてい
る。＝3〕パラメータの推定には，最小自乗法，最尤法などが採用されており，各
手順は長所と短所を有している。そLて，同一の普及データと同一の普及モデ
ルを用いても，異なった推定法を用いれぱパラメータに差が生じ，売上予測に
影響を与えることが知られている。＝4］加えて，r観測値が少ない場合には，パラ
メータの推定は観測値の徴細な変動に敏感である㈲」ことも警告されている。
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最近の実証研究を見る隈り，普及モデルのバラメータを安定かつ頑強に推定す
るには，変曲点を含む少くとも8時点のデータが必要であるように恩われる。｛引
　普及モデルにおげる上記の問題は，成熟段階や衰退期に到達した製晶の売上
経緯を追跡し理解する隈り表面化しない。だが，市場導入後間もない新製品や
売上高が急成長している製品が今後どのような売上傾向を辿り，また，極隈普
及率がどこまで到達するかといった点を論じる場合には避けて通ることはでき
ない閥題である。即ち，後の時点での説明手段としての普及モデルは右効であ
るものの，成熟段階に至らない新製品の予測手段としては有効性に隈界ありと
いわざるを得ない。とりわけ，極隈普及率をどう捉えるかによって，当該製品
のプロダクト・ライフ・サイクル上での位置は大きく異なり，マーケティソグ
戦略において誤った意思決定を下す可能性もあり得る。
　本稿は以上のような問題意識に立脚して，極隈普及率の捷定を試みることで
普及そデルの強化を検討する。その際，消費者の需要構造が着目され，非需要
層が求められる。分析では，典型的な耐久消費財として家庭用VTRをとり上
げる。
　以下，第皿章では基本的普及モデルの特徴とその限界点を探り，第皿章では
需要構造の捉え方と極限普及率の推定に言及する。さらに，家庭用VTRのプ
ロダクト・ライフ・サイクノレ上での現在位置を理解した上で，マーケティング
戦略へのインプリケーショソの翻訳例として，第y章ではメーカー・ロメヤル
ティとメーカー吸引力を分析する。それと共に，数量化理論第皿類の構造図に
よる家庭用VTR市場の把握を試み，今後成熟段階に移行するに伴ってメーヵ
一間の競合関係がどのように変化するかが考察される。第v章の分析は，普及
モデルとマーケティング戦略との連動がどのような局面で最も有効となり得る
かを模索したものである。
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lI普及モデルの特徴とその限界
　普及モデルの焦点は，ある製品の誕生から第一回目の採用に向げられるのが
一般的である。それだけに，普及モデルのほとんどが，伝染病のモデルや生物
学・生態学のモデルに起源を持ち，また類似性を有している。｛7】市場に導入さ
れた新製品は，まず初めに限定された少数のイノベーターに採用され，そのイ
ノベーターは次に他の消費者へ当該製品を採用するように影響を与える・この
プoセスが，伝染病の感染などと同様に，ロジスチック曲線を代表とする成長
曲線と近似していたためである。
　ところで，rマーケティソグにおいて，最もよく知られている普及モデルは，
Fourt　andWoodlock，Mlansie1d，Bassによる3つの毛デルである‘富〕」と指摘
されている。これら3つの基本モデルは，今目でも論議の対象となっており・
またそれ以降に提唱された多くのモデルの基礎となっている。改良されたモデ
ルでは，基本モデルで前提とされていたいくつかの仮定一例えぱ・（i）価
格や広告などのマーケティソグ変数が製品の成長に及す影響は一定と考える・
（ii）採用単位による採用は一回だけで，複数採用や反復採用は考慮Lたい，
（iii）製品の採用か非採用かの二元的に捉え，認知・知名などの採用段階は捨
象する一の緩和が試みられている。⑨しかも，個々のモデルは，検討する行
動及び意思決定変数の数とタイプ，データのタイプとデータ収集の水準，ある
いは数学上の結綾度において異なっている。㈹このようにみると，多岐にわた
る普及モデルを辿ることは，それだけで一つの研究主題ともなり得るものであ
り，また，本稿の目指すところでもない。よって・本章の普及モデルの特徴と
その限界ぱ，3つの基本そデルを中心に論じられる。
（1）普及毛デルの特徴
普及モデルの出発点は，次の問いに関与する時であ乱即ち・「普及過程の
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ある時点（t）において，もし市場総数がM（t）で，そのうち潜在顧客をN（t）
としたならば，何人の潜在顧客がt時までに当該製品を購入するであろうか肛珂」
という問いである。この場合，市場は大きく3つのセグメソトに分けて提えら
れている。第Iのセグメソトとは，非需要市場でありM（t）一N（t）よりなる。
この区分に含まれる消費者は，当該製品を知らなかったり，価格条件などによ
りt時において潜在顧客N（t）とは見傲されていない。第皿のセグメ：■トとは，
t蒔における潜在顧客市場で，瓦（t）から既に採用している消費者N（t）を除
いた部分である。極限普及へ到達するに連れて，N（t）一N（t）の値はゼ剛こ近
づく。そして第皿のセグメントは，言うまでもたく採用者市場N（t）である。
このN（t）は，極隈普及に至るまで時問と共に増加する。
　図表1は，以上の関係を概念的に示したのである。上記の問いからもわかる
ように，普及モデルでは，セグメソトI［からセグメソト皿へt時からt＋1時
の問にどれだけ移行するか一これをn（t）とする一の説明が試みられてい
る。その際，n（t）の説明にはイノベーション（p）とイミテーツヨン（q）の2
ステップ・コミュニケーション・フロー・モデルが援用されている。口・1前者は，
製品についてのマスメディアによるメッセージが当初わずかなイノベータに受
け取られる段階を説明している。これに対して後者は，採用者N（t）と潜在顧
客N（t）一N（t）間のクチコミの段階を説明している。
図表1普及モデルで考察される
　　　市場の概念図
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　基本的普及モデルが3つであることは既述の通りであるが，イノベーショソ
に着目したのがFourt　and　Wood1ockで，イミテーションに着目したのが
Mans丘eldである。そして，両者を合体させたモデルを構築LたのがBassで
ある。Li1ienとKot1erの表現を借りるならぱ，次のようになる。r1969年以
前には，普及モデルのほとんどが純粋にイノベーティブであるか純粋にイミテ
ーティブであるかに区分された。純粋なイノベーティブ・モデルでは，イノベ
ーティブあるいは外的影響が普及過程で作用することを仮定しているのに対し
て，純粋なイミテーティブ・モデルでは，イミテーションあるいはクチコミに
よってのみ普及過程が影響を受げることを仮定している㈱」のである。
　以上の関係は，以下の一連の数式によって一層明確に理解できる。Bassは，
1969年の論文で次の徴分方程式で普及プロセスを示すことができることを示唆
した。ω
d｛lt）一（・・瓦音）・（・））（・（・）一・（・））
（1）
　このとき，N（t）はt時における顧客（累積採用者数），N（t）は潜在顧客（極
限普及），pはイノベーション係数，qはイミテーション係数である。ここで，
F（t）＝N（t）／N（t），貝口ち，潜在顧客のうちでt時までに当該製品を採用する消
費考の割合をF（t）とLたならぱ，（1）式は次のように変形できる。
　　dF（t）　　　　　＝（p＋qF（t））（1＿F（t））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）　　　dt
　もしPが0ならぱ，（2）式はイミテーション効果だけが残りMansieldの
モデルに一致する。胴一方，qがOならぱ，イノベーション効果の式となり
Fourt　and　Woodlockのモデルに至る。㈹さらに，もしF（t＝tl＝0）がOであ
るなら，（2）式の単純積分は次のような分布関数をもたらす。
　　　　　1－e一（P＋q〕oF（t）＝
　　　1＋（q／P）e一（P＋q〕t （3）
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または，
　　N（t）＝N（t）．F（t）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　（4）
となる。かくして，Bassモデルは（3）式より，Mansie－dそデルとFourt
and　Woodlockモデルを特殊形として有するS型曲線であることが理解でき
る。
　ここで，モデルの形状について若干言及する。（3）式のS型曲線は，一般化
されたロジスチヅク曲線（9eneralized　logistic　curve）などと呼ぱれるが，
Mans丘e1dモデルのロジスチック曲線とFourt　and　Woodlockの修正指数曲
線より合成されている。
　ロジスチック曲線とは，「ある時点におげる普及率は，達成されている普及
レベルと同様に極限普及率まであとどれくらい残されているかに比例する血司」
といった仮定に基づいている。この曲線は，図表2からも明らかなように，変
曲点を中心に対称である。また変曲点は，極隈普及Nの半分の点で生じ飢こ
のことは，（3）式で［dF（t）／dt］㎜エが次の時に生じることで容易に理解でき
る。
　　　　1　PF（t＊）＝
　　　　2　2q
・・一（、÷q）1・（昔）
（5）
（6）
ロジスチック曲線を用いたMans丘eld系のモデルは，B1ackmanやFisher
and　Pryらによって，産業イノベーショソにおげる代替技術の研究などに応用
されているg㈱
　これに対して，修正指数曲線とは，「ある時点における普及率は単に極限普
及率まであとどれくらい残されているω」かに依存するといった仮定に基づく。
従って，この曲線の形状は上に凸の弓状を示す（図表2）。修正指数曲線は，グ
ローサリー商品の成功を説明したFourt　and　Woodlockの他にも，新小売販
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　　　　　　　　　　図表2普及曲線の形状
　　　　　　　　＿　　　　　（1〕　ロジスチック曲線
訂
雨／2
（2〕修正指数曲線
雨
時聞
（3）　ゴンペルツ曲線
雨ノ2 雨／2
y＝O．368’N
1（0〕＝Na
　　　　○時間
　　　　　　O
1　　　時問
〔出典〕P．Lek蝸11，C－Wah1bi皿，“A　S血dy　of　So鵬Assumptions　U口der1加g　Imovati㎝Dif・
　　fusion　Fu皿ctio口s，”∫ω〃ゐゐ∫o刎閉藺1げEω珊o〃o∫，Vol．75，No．4．1973，pp．363－364．
路におげる愛顧の拡がりを予測したKel1yの研究などで知られている。巨o
　尚，ロジスチック曲線に関連し，普及プロセスのモデル化に用いられる曲線
としてゴンペルツ曲線がある。この曲線は，次の式で表現される。
　　dN（t）　q　　　　－　　　d。一亙（。）N（t）（lnN（t）一1nN（t））　　　　（7）
（7）式から明らかなように， ゴソペルツ曲線は， ロジスチック曲線と同様に
　　　　　　　　　　761
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イノベーション効果だけを考察する。ただし，ロジスチック曲線と異なり，
「ゴソベルツ曲線は，潜在顧客市場N（t）一N（t）に相当する消費者と現在の採
用者数N（t）との差を自然対数で表現している臣』」。形状においても，ゴンペル
ツ曲線は変曲点で対称ではない（図表2）。（7）式の導関数をOとすると，
N（t）＝e■ユN＝0，368Nとなり，ロジスチヅク曲線め0．5Nと異なっているこ
とが理解できる。ゴソベルツ曲線の応用例としては，英国における耐久財の成
長をモデル化したHendryの研究や㈲，ハイブリッド・コーンの普及に関する
Dixonの研究を挙げることができる。㈲
　（2）普及モデルの限界
　ある製品の販売傾向を予測する上で，普及モデル自体が内包する間題点とし
ていくつか指摘されている。凶だが，当該製品の極隈普及率や最大成長時など
を左右し・マーケティング戦略策定上最も重大な意義を有すと思われるのが，
普及曲線の形状とパラメータの推定である。
　まず普及曲線の形状に関して言うと，モデル問での選択の余地はあるものの，
変曲点の位置において柔軟性がみられない。例えぱ，ロジスチック曲線系のモ
デルでは・変曲点が極隈普及率の50劣で生じる。その為，50劣を超えてから最
大成長を達成するような製品にとって，このモデルは妥当しない。また，変曲
点を中心に非対称の成長を示す製品にとっても，ロジスチック系のモデルでは
対応できない。これらのことは，固定的た変曲点を有すゴンペルツ曲線につい
てもほぼ該当する。従来，普及モデルの研究が耐久消費財を中心とLた限られ
た範囲で実施されてきたのはこのためである。
　近年，こうLた普及モデルの構造上の欠点を克服するため，いくつかのそデ
ルが提示されている。例えぱ，Shar1f　and　Kab1r，EasmgWood，Maha］an
and　Mul1erによるモデルである。固これらは，変曲点や対照点の観点からす
ると好ましい構造上の特性を傭えてはいるものの，普及プロセスを明確にする
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為に用いられる徴分方程式に明確な解をもたらさないといった弱点も指摘され
ている。㈱MahajanとWindの見解によると，Von　Bertala雌yによるモ
デルこそ構造上の隈界を克服する可能性を内包しており，今後の実証的な検討
の必要性が示されている。㈲このモデルは，普及過程のいかなる点においても
変曲点が生じ得，対称・非対称のいずれの普及パターソにも適応すると言われ
る。式で表現すると，
　　dF（t）一qFl（・）（1－F（・一1〕（・））　　　　　　（8）
　　　dt　　1一θ
そLて，
　　F（t）昌［1一（1－Fo・1■θ〕）e’qtコユ／1一邊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
このとき，F（t＝to＝O）＝O，そして，θは定数である。θがOでFoが0のと
き，このモデルはFourt　and　Woodlockモデルに一致する。θが2ならぱ，
（8）式と（9）式はMans丘e1dモデルとなる。さらに，θが1に至る時，こ
のモデルはゴンペルツ曲線をもたらす。従って，（8）式はこれまで述べてきた
各種の普及モデルを包括する一般形としての性質を備えていることがわかる。
　普及モデルに潜むもう一つの重大な限界は，パラメータの推定である。いか
に構造上優れており，精綾なモデルであるとしても，推定における限界を克服
することはできない。この隈限は，大きく2つの局面で生じる。推定手順上の
隈界とデータ上の限界である。
　前者に関しては，通常の最小自乗法，最尤法，非線形最小自乗法，代数法と
大きく別げて4つの推定手順が知られている。闘ところが，各手順にはそれぞ
れ長所と短所があり，しかも，同一のデータからでも推定手1贋が違えぱ異った
パラメータが推定されるのである。典型的な例として，家庭用テレビの普及を
予測したある研究で，極限普及率の推定において代数法と最小自乗法とによっ
て，約10ポイソトもの差異が報告されている。㈲
　後考に関しては，同一推定手順によっても，データの利用法で極限普及率や
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曲線の形状が一様でないことが知られている。例えぱ，Bassモデルの場合，
　「推定されるパラメータは3つであるので，3期のデータでパラメータの推定
が可能となる喧o」。ところが，利用可能なデータが全て変曲点より前のものであ
ると，曲線の形は不安定となり，どのデータを採用するかによって極隈普及率
は著Lく異なってしまう。即ち，プロダクト・ライフ・サイクル上において初
期の段階に位置する製品の普及予測においては，標本誤差などによるわずかな
データのバラツキによって，極限普及率などが大きく左右される可能性が生じ
るのである。従って，普及そデノレのパラメータが安定かつ頑強に推定される上
で，変曲点を含むデータが要求されるのである。この点に関しては，既述の
Shrinivasan，Masonの他にも，Tigert，FarivarによつてrBassモデルが潜
在的な効力を発揮するのは，データがライフ・サイクルのピーク時に到達した
時点である馴」と指摘されている。このことは，裏をかえせぱ，新製品の極限
普及率の予測にかなりの振幅を許容することになる。現に，ある研究事例をみ
ると，極限普及率を10ポイント以上変えて設定Lても，他のパラメータの推定
で高い決定係数が得られている。㈱
　以上までの脈絡で理解されることと思うが，普及モデルの最大の焦点は極限
普及率の推定である。この隈界は，成長曲線に近似した売上成長を辿るとされ
る耐久消費財をそデル化する場合でも回避できない。予測や戦略といったマー
ケティソグにとって不可欠な視点で普及モデルを眺めた場合，このことは一層
深刻となる。Heeler，Hustadのようにrマネジメソトの判断や他の情報源が
変曲点や極限普及率の推定に用いられるべきである鯛」という見解が述べられ
るのも当然といえよう。普及モデルのパラメータ推定手順において，極隈普及
率は別個に推定し，そこから成長曲線を求めようという考え方である。次章で
述べられる需要構造と極隈普及率との関係は，まさしくHeeler，Hustadの見
解に呼応したものである。
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皿　需要構造と極限普及率
　マーケティングで需要構造を考察する場合，二つの視点が浮上する。第一は，
マーケティングの需給調節機能からの視点である。消費老を潜在需要層と顕在
需要層に捉えることで，マーケティソグが働きかげるセグメントの明確な枠組
みが提示できる。㈱もう一方は，個々の消費者からの視点である。Amdtの研究
に代表されるように，ここでは需要の下部構造とLての二一ズ，ウォンツが論
じられる。闘本稿で間題とされるのは，第一の視点であるが，調査結果を論じ
る前に普及モデルとの関連で構造内容についての補足説明を若干加えておく・
（1）需要構造の捉え方
普及モデルの限界として，最大の焦点となっていたのが極限普及率であ乱
図表1を再び利用すると，N（t）／M（t）の値となる。ところで，このN（t）と
はt時におけるある製品の採用可能者数であり，マーケティソグで従来言われ
てきた潜在需要層に相当する。プロモーショソを始めとするマーケティング諸
活動の関心領域は主とLてこのN（t）で，いかに顕在化（n（t））するかに努力が
払われてきた。
　これに対して，M（t）一N（t）は当該製品を当面購入する可能性のたい非需要
層である。即ち，極限普及の段階に到達Lても製品の非所有者であり続げてい
る層である。基本的普及モデルでは，非需要層から潜在需要層への移動（五（t））
が捨象されているため，もL　M（t）一N（t）の部分を求めることができれぱ・
極隈普及率を推定することが可能となる。しかしながら・時聞の経過と共に・
製品に対する認知率の高まりや価格の下落などに伴なう五（t）の発生は容易に
予想できる。現に，Dodson　and　Mul1er，Mahajan　and　Petersonのように・
五（t）を普及毛デルに組み込もうとする研究者も現れている。鯛換言すれぱ，極
隈普及率の捷定では，非需要層を一様に捉えるべきではなく，現在は購入予定
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はなくとも条件によっては潜在需要老へと移行する，潜在欲求層とも呼べる非
需要層に包含されるセグメントヘの配慮が不可欠であるといえよう。
　かくして，調査では典型的な耐久消費財のうちで成長段階に位置すると予想
される家庭用VTRを例に，所有者層，潜在需要層，非需要層を現在の所有の
有無と購入希望の有無で求める。さらに，非需要鳳即ち，家庭用VTRを所
有Lておらずまた購入したいとも考えていない消費者を対象に，その理由を質
問する。その回答に応じて，非需要層の内部構造を分解L潜在欲求層を導出す
るためである。以上のプロセスによって，普及モデルに適用可能な極隈普及率
の値を，パラメータの推定手順とは切り離して求めることが可能であると思わ
れる。
　（2）調査の概要
　今回の分析で用いたデータは，日本消費経済研究所が昭和61年11月25日から
12月8日にかけて実施したr第20回日経済消費者総合調査」による。餉調査対
象考は，首都圏30km圏内に住む16歳から69歳の男女3，000人と大阪30km
圏内の同2，000人である。被験老は，住民基本台帳より地点と個人の二段階無
作為抽出法によって選出されている。有効回答数は，首都圏で2，186（72．9％），
大阪圏で1，410（70．5劣）であった。
　調査では，家庭用VTRの購入チャネル，情報入手源，規格・機能を含む製
品特性たどマーケティソグの各領域に関する質問がなされているが，需要構造
の分析に用いたのは，購入実態と購入希望に関する箇所である。
　尚，家庭用VTRの所宥率は，首都圏で55．4劣，大阪圏で56，4劣と，両犬都
市圏での普及率にはほとんど差がみられなかった。また，所有・非所有者別に
今後の購入希望をみても，両都市圏で違いはない。このため，需要構造の分析
に限り，雨都市圏での回答が合体Lて進められる。
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　（3）需要構造からみた極隈普及率
　まず都市圏のデータより，全国の極限普及率を求めるために，日本消費経済
研究所による定期調査と経済企画庁による調査結果の差異を確認しておきた
い。鯛前者では都市圏データ，後者では全国データが得られている。図表3は，
これらのデータをもとに，家庭用VTRの普及率を時系列で示したものであ
る。図表のグラフをみると，都市圏での普及率が，全国の普及率より1年半か
ら2年近く先行Lていることが理解できる。昭和62年の3月時点では，8．6ポ
イソトの差となって表れている。さらに，今回の調査によると，家庭用VTR
の所有者は55．8％であった。この数値は，同時期の都市圏グラフと比較Lて約
5ポイソト高い。調査の概要で触れたように，消費者総合調査では対象老から
所有率の低い70歳以上が除外されているためで，普及率がいくらか高めになっ
たものと考えられる。このようなデータ上の特性を踏まえた上で，極隈普及率
の分析を進める。
　図表4は，普及毛デルで考察される市場の概念図をマトリックス型に修正し
たものである。闘図表では，家庭用VTRの所有と購入希望という二つの次元
で，消費者がセグメント化されている。家庭用VTRの普及率は55．8劣であっ
たから，N（t）即ち所有考層は55．8％である。潜在需要層にあたるN（t）一N（t）
は，非所有者のうちで今後購入を希望している消費者で24．9％であった。所有
もしておらず今後の購入も希望していない非需要層M（t）一N（t）は，19．3％と
約5人に1人の割合を占めた。既述のように，非需要層から潜在需要層への移
行である五（t）を無視すれぱ，所有老層と潜在需要層を加えることで極隈普及
率を求めることもできる。だが，五（t）の捨象は現実の局面からあまりに遊離し
ていると言わざるを得ない。
　そこで，非需要層を対象に，購入を希望しない理由を質間した。その結果は
図表5に示したが，複数回答であるため，1人当たり平均2つ弱の理由が選択
されている。挙げられている理由に着目すると，その内容より大きく3つに分
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図表3家庭用VTRの普及過程
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　　　　　　　図表4家庭用VTRの市場状況
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類することができる。第一の分類に含まれるのが，rお金を払ってまで買う必
要はない」という理由である。これを選択している消費老は，家庭用VTRの
必要性を認めておらず，将来的に購入する可能性の最も低い“非購買層”とみ
ることができる。非需要層の48．5％がこの理由を挙げており，全対象者に占め
る割合ではλ3％に相当する。第二の分類に含まれるのが，「買っても・見る
時問がない」と「録画するほどのテレビ番組がない」である。これらの理由は・
消費老のライフスタイルや価値観と関違している。将来とも購入希望を抱かな
いとは隈らないが，当面は潜在需要層への移行が期待できない。「お金を払っ
てまで買う必要はない」と回答した消費者以外で，第二分類の理由を選択した
消費着は，全体の5．9％であった。この層は“準非購買層”と呼称することが
できる。第三の分類は，r値段が高すぎる」「待てぱもっとよいビデオを買える」
r方式が多く，どれを買ってよいかわからない」等，残りの理由である。これ
らの理由は，消費者自身の閥題というよりも，むしろ製造業者や販売者側に由
来している。従って，マーケティソグ上コントロール可能な障害と考えられ
る。現在は購入の希望を表示していない消費でも，理由に挙げられた障害がな
くなれぱ，家庭用VTRの潜在需要層へ容易に移行することが予想される。家
庭用▽TRを購入しない理由として，第三の分類に含まれる理由だけを挙げた
消費者ば全体の4．0劣であった。この層を“潜在欲求層”と呼ぶことにす㍍
　以上までの分析を重とめたものが，図表6である。非需要層のセグメントに
含まれていても，“潜在欲求層’’に該当する消費考は五（t）と捉えると・所有考
に潜在需要層，“潜在欲求層’’を加え，N（t）は84．7劣となる。長期的にみて
“準非購買層”もn（t）に含めると…N（t）は9割にも達するが，現時点ではや
や楽観的見解というべきであろう。かくして，都市圏におげる極限普及率は85
劣前後と推定することができる。ただし，今回の調査対象者は69歳までという
点を考慮すると，既に説明した5ポイソトの差を差し引き80％前後とみるのが
妥当と恩われる。テレピ，冷藏庫などの例をみてもわかるように・家電製品の
　770
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　　　　　　　　　図表6非需要層の内部構造
全消費者の
　19．3％
普及は大都市部で先行するものの，数年を隔てて全国も追随する。同様のこと
が家庭用VTRで生じることは，図表3からも容易に予想できる。全国での家
庭用VTRの極限普及率もタイムラグはあるものの約80％に到達するとみるこ
とができるo
IV　普及モデノレとマーケティング戦路
　マーケティソグにおいて普及モデルが用いられるのは，極限普及率や変曲点
が予測できるからだげではない。むLろ，r売上の予測は普及モデルの目的の
一つに遇ぎない。予測に加えて，普及モデルの最も有益な利用は，記述的，規
範的に用いられる時である㈹」ということが知られているからである。例えぱ，
HorskyとSimOnは，Bassモデルを用いることによって新製品に対する広告
戦略を導出Lている。㈹Mahajan，M1ul1er，Kerinも，正と負に働くクチコミ
の効果がある中で，広告キャンペーンの開始と中止のタイミソグ，並びに新製
品発売のタイミング戦略を研究した。陶普及モデルに関する最近の頓向として，
むLろ規範的あるいは記述的な使用を強調しているようにさえ感じられる。
　もちろん，予測技法としての普及モデルにおいても，マーケティング戦略に
与えるインプリヶ一ションは犬きい。Bassは，ヵラーテレビの売上が1968年
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　196　　　　　　　　　　　　早稲田商学第325号
には670万台でピークに達するであろうことを1966年には予測していたと言わ
れる。⑬ところが，業界では1，400万台もの生産が可能な工場を建設し，楽観
的な予測をしていた。その為，避げることができたはずの経済的苦境へと陥っ
てしまったのであ乱多くの分析と同様に，普及モデルによる予測においても，
得られた結果の解釈とそれをどのようにマーケティソグ戦略へ反映させるかが
間われるわげである。
　さて，先の章では家庭用VTRの極限普及率を業界でこれまで言われてきた
水準より10ポイント高い約80劣と推定したが，このことは市場動向を理解する
うえで重要な示唆を与えてくれる。図表3に示されている全国の家庭用VTR
の普及率をみると，昭和62年には43．0劣に到達していることがわかる。Bass
やMas丘e1dのように耐久財でのあてはまりが良いといわれるロジスチヅク系
のそデルでは，ほぽ変曲点に位置するわけである。変曲点では，dF（t）／dtが最
大であり普及率の伸びが最も高くなる。ブロダクト・ライフ・サイクルをもっ
て説明すると，成長段階の後期にあたり，市場全体としての売上高は急成長す
る反面メーカー間の優劣に差が生じ市場占有率の変動も大きく，市場の激動期
といえ乱各企業は，成熟段階に至りポジショソが固定化される前に，この成
長段階でより自杜のポジションの優位化戦略を試みる。幽
　家庭用VTR市場における以上のような状況を踏まえると，現在までのメー
カー間の力関係及び将来の力関係を分析することは，各メーカーのマーケティ
ング戦略策定に対する有効な情報となり得ることは確かである。このことは，
普及モデルが単に将来的た売上高の予想曲線を示すだげのトウールに留まら在
いことの裏付げにも役立つ。従って，本章では製品の極限普及率と変曲点が与
えてくれるイソプリケーションを出発点として，メーカー・ロイヤルティとメ
ーカー吸引力，そして市場穣造分析を試みる。
（1）　メーカー・ロイヤルティとメーカー吸引カ
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　調査では，r一番最近購入，入手された家庭用VTRはどれですか」と質問
L，松下電器産業（マックロード），東芝（ビュースター）など，主要16メー
カー名にブラソド名を添えて1つだけ選択してもらった。図表7ぱ，結果を首
都圏と大阪圏に分げて示Lたものである。グラフは市場占有率を表しており・
現在までのメーカー力を代表する指標である。図表をみると，最大のシェアを
有Lリーダー的存在となっているのが松下電器産業（マヅクロード）である。
特に犬阪圏での強さは圧倒的で，首都圏でもシェア25％と第2位以下を大きく
引き離Lている。第2位はシャ丁プ（マイビデオ）であるが，首都圏ではソニ
ー（べ一タマックス，ビデオ8）のシェアが上回っている。首都，大阪での差
異は幾分認められるものの，シャープから第6位の東芝までは10％から15％の
幅でシヱアに大きな差はみられない。現在までの家庭用VTR市場では，リー
ダー企業が一杜あるだげで，2位以降の力の近似Lた企業間で激しい競争が展
図表一一番最近購入した家庭用VTRのメーカー（ブラソド）
　　　　　　　　（所有着を100とした割合（％））
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　　　　図表8今後購入したい家庭用VTRのメーカー（ブラソド）
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開されてきていることが窺える。
　これに対して，r今後家庭用▽TRを購入するとしたら，どのメーヵ一（ブラ
ンド）にしますか」と複数回答で質問Lたところ，第2位以下の順位に大きた
変化がみられた（図表8）。r今後購入したいメ．一カー」とは・現在から将来に
かけてのメーカー力を示す指標と考えられる。図表7と図表8を比べた場合，
最も顕著な差を示しているのがシャープである。市場占有率では第2位にあり
ながら，図表8では第7位にまで後退している。逆に，ソニーは第2位に躍進
L，特に首都圏では41％と松下電器産業に追る勢いである。多くのメーカーで
図表7とグラフのパターソが異なるのは，現在の市場が安定的ではない証拠と
考えられる。
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　図表7と図表8は，現在までのメーカー力と将来的なメーカー力を個々に説
明するのに適してい孔だが，r市場占有率を高めたり維持したりすることと
密接不離の関係にある，反復購買行動（ブランド1ロイヤルティを代表とす
る）陶」の側面やスウィッチャー，シフティング・ロイヤルズたどと呼ぱれる流
動的な消費考をどれだけ吸引できるか，綱といった側面の情報を得ることはで
きない。そこで，図表7と図表8の数値を合成し，メーカー・ロイヤルティと
メーカー吸引力を算出Lた（図表9）。：ここで言うメ⊥カー・ロイヤルティとは，
最近当該メーカーの家庭用VTRを購入した消費者のうち再び同一メーカーの
ものを購入したいと答えた割合で，図表の棒グラフで示されている。メーカー
吸引力とは，他メニカーの家庭用VTRを購入Lたが，次回は当該メーカーを
希望している消費者の割合であり，折れ線グラフで示されている。尚，図表9
　　　　　図表9家庭用VTRのメーカー・ロイヤルティ（棒グラフ）
　　　　　　　　　とメーカー吸引力（折れ線グラフ）
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以下の分析では，機種選択に影響力のある消費老だけに分析対象を絞るため，
前回の購入時にメーカー選択に発言権のなかった消費者は除かれている。
　図表の棒グラフをみると，大阪圏で目本ビクターと松下電器産業が8脇以上
と著Lく高い。両メーカーに対する根強い支持考が大阪には多いことが予想で
きる。逆に，シャープヘのロイヤルティは，首都圏でも大阪圏でも低く4割に
も満たない。シャープの家庭用VTRを購入した消費者の多くは，価格などメ
ーカー以外の要因を重視したためと思われる。メーカー吸引力をみても，松下
電器産業が首都圏，犬阪圏のいずれにおいても30％を超え第一位を示した。メ
ーカー・ロイヤルティの高さと合わせて，松下電器産業が市場成熟期へ向げて
の競争戦略で，非常に有利な立場にあることが理解できる。次にメーカー吸引
力の高いのがソニーである。今や少数派となったべ一タ方式を採用しているた
め，消費老が別の方式を買い増L・買い替えしにくいことや新規格に期待する
消費考を反映しているものと考えられる。新規格を備えたビデオ8の商品力し
だいでは，日立製作所や東芝などのフォロワー的メーカー群から一歩進み，市
場リーターである松下電器産業を脅すチャレンジャー的存在に成長する可能性
がみられるo物
　（2）市場構造分析
　以上までの分析を通じて，各メーカー毎の競争力を把握することは可能であ
る。しかしながら，具体的にあるメーカーがどのメーカーと競合関係にあり，
また，どのメーカーとは競合関係にはなく市場を棲み分げているか，といった
情報を得ることはできない。そこで，r今後購入したい家庭用VTRのメーヵ
一」として挙げられたメーカーの選択パターソより，現在から将来にかけての
競合関係を明確にする市場構造分析を試みた。分析の手順としては，初めに相
関係数を求め，1対1で捉えた場合のメーカー間の競合の強さを示す。さらに，
数量化理論第皿類を用いて主要なメーカー問の相対的競争関係を構造図で描き，
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　　　　　　　　図表10　メーカー間の相関関係
　　　　　　　　震　1　　多　作　　一　電左下　　業プl1所芝ア機首都圏　　　　　　＼　　　　　　　榊松下電器産業　　　　　　O．02－O－30－O．07　0，06　0，05　0．01＿O．05
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　締　　　　　＊　　　　　　　　淋シヤープ　O．06　　　0，04　0，13　0・17　0・120・07　0・17
　　　　　　　＊＊＊ソニー一〇．18－O，03　　－O・08－O・004－O・040・010・01
　　　　　　　　　　　　　　＊＊＊目本ピクター　O．04　0．03－O．19　　　0・08■O・010・08　0・11
　　　　　　　　　　　＊＊＊　　　　　　　　　　　　　　　　　淋　　　　　　　　料目立製作所　　O，08　0，19　0．O1－O．01　　　　0，16　0，02　0．1g
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊申＊東　芝0，060．08一α05－O．030，19　　0，100．10
　　　　　　　　　　　＊＃＊　　　　　　＊　　　　　　＊　　　　　＊＊　　　　　　＊　　　　　　　　　　　＊＊
バイオニア　　0，03　0，17　0・11　0・11　0・12　0・11　　　　0．17
三菱電気。．。き。篤α…1驚・i驚・賛さ・了1琴
注）　‡はp＜0．05，榊はpくO－01、‡榊はpく0－00L
視覚的た理解を容易なものとする。尚，数量化理論第皿類では多次元空間で表
現できるが，解釈の困難性を避げるため固有値の高い（λ2≧O．15）2軸で平図
上に示Lた。
　図表10の数値は相関係数であるが，数値が犬きいほど2つのメーカーを同時
に挙げている消費者の割合カミ高いことを意味する。即ち，消費考にとって代替
性が高いメーカーであり，市場で直接競合する確率が高くなる。逆に，マイナ
スの相関が高いと，2つのメーカーを同時に挙げる消費考の割合が低いことを
意味する。一方のメーカー購入希望者は他方のメーカーを希望する割合が低く，
異なった消費老セグメソトが支持層となっていることを理解できる。
　以上を踏まえて図表10をみると，日立製作所とシャープ，日立製作所と東芝
は，両都市圏で非常に強い競合関係にあることが読みとれる。これらのメーカ
ーは，フォロワー的な存在で特に顕著なメーカーとLての特徴を備えていない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7η1
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だげに，消費者に同質的に捉えられているものと思われる。またパイオニアや
三菱電機は，市場占有率が低く弱い立場にあることを図表8で示したが，シャ
ーブ，日立製作所など複数のメーカーと強い競合関係にあり，独自の市場がほ
とんど確立されていない亨とが予想される。この傾向は，特に首都圏で著し
い。これに対してソニーは，松下電器産業や日本ビクターなど強力なメーカー
と明らかに市場を棲み分けている。消費者は両メーカーを異質に提えているわ
けで，その背景にVHSとべ一タ方式，8ミリビデオという規格の違いがある
ことは明らかであろう。こ、の分析緒果は，リーダー的企業とは差別化を試みる
チャレンジャー戦略の結果を如実に示している。
　このよ一うに図表10は，メーカー間の競合関係臣…対する複雑な清報を提傑す
る。反面，複数のメーカー聞の関係を同時に把握したり，相対的な位置関係を
理解するうえでは不適である。図表11では；そのような限界が克服できるよう
データ処理されている。鋤
　これをみると，やはり松下電器産業とソニーは両端に位置し，明確に差別化
されていることが明らかである。特に，ソニーは他のメーカーと近接しておら
ず，独自の市揚ポジションを確立している。東芝，日立製作所，シャープ，バ
イオニアは，2つのメーカー間で近接し合っている。このことからも，東芝，
日立製作所などが類似市場を標的としており，直接的な競合関係にあることが
理解できる。また，目本ビクターは，首都圏では松下の近くに位置するのに対
Lて，大阪圏ではどちらかというと日立製作所，東芝に近いメーカーとしてポ
ジショニソグされている。
V結びにかえて
　本稿の前半部分で普及モデルの特徴とその限界点を探り，その焦点の一つが
極限普及率であることを論じた。そして，消費者の需要構造に着目し，非購買
層を求めることによって極限普及率を推定し，普及モデルの強化を試みた。こ
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　　　　　図表11　メーカーの相対的ポジショニソグ
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の試みは，Hee1er，H㎎tadらに指摘されていた新製品の成長を予測する際の
問題点に呼応したもので，普及モデルのパラメータ推定手順とは切り離してい
る点に特徴がある。
　その結果，家庭用▽TRの極限普及率は約80劣と従来業界でいわれていた水
準よりも10ポイント高い数値が得られた。この結果と現時点での普及率を踏ま
えると，現在家庭用VTR市場が成長後期に位置することが理解でき，メーヵ
一間の力関係が不安定であることを示唆してくれる。
　そこで，本稿の後半部分では，極限普及率と普及モデルにおげる変曲点が与
えてくれるイソプリケーションを出発点として，メーカー・ロイヤルティとメ
ーカー吸引力を求め，各メーカーをポジショニングすることで市場構造を明確
なものとした。普及モデルによって，単に極限普及率や変曲点が求められるだ
けではなく，その解釈がどのように戦略面へ応用されるかを模索したわけであ
る。この分析により，今後市場成熟期に向げて競争戦略上優利な立場にあるメ
ーカーや差別化が不十分で激しい競争関係にあるメーカーの存在することが明
らかにされたo
　ところで，r普及理論は，新製品マーケティソグのフレームワークとしても
コミュニケーション理論としても多大な潜在性を有している㈲」といった
Gatignonらの言葉に集約されるように，マーケティングにおける普及理論に
対する期待は大きい。しかしその反面，普及モデルの構造上の問題やパラメー
タの推定上の間題で未解決の都分も多い。的特に我が国の現状をみると，需要
予測の一領域として紹介されていたり，応用数学で若干解説されているにすぎ
ず，マーケティング論からの研究は遅れている。帥マーケティソグ分野におけ
る普及モデルの位置づげを明確にし，戦略トゥールとしての利用可能性を高め
る上で，多くの課題が残されている。
＜付記〉
　本稿の後半部分で使用されているデータは，目本消費経済研究所によるものである。
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データの利用を可能にして頂いた同研究所，並びに同研究所研究員の方々に心よりお礼
申し上げる。
注（ユ）新製品の失敗率は，40％から90％に及ぶことカミ報告されている。詳しくは，C．
　　M．Crawford，“Marketing　Research　and　the　New　Product　Fai1ure　Rate，”
　　1o〃伽1〆〃〃伽伽＆Vo1．4ユ，No．2，ユ977，pp．5ユー6ユを参照されたい。
（2）I．Bemhard，K．D．Macken2ie，“So唖e　Problems　in　Using　Di丘usion　Models
　　for　New　Product，”〃α舳g2刎2〃∫〃召伽2，Vol．19，No．2．1972，p．187、
（3）V．Mahajan，Y　Wind，1舳o砂oκo〃D物曲〃〃o∂挑ψW〃〃o6刎まλ㏄桝一
　　四伽2，Ballinger　Publishing　Company，1986，pp．10＿14．
　（4）必姐，P1O．
　（5）F．M．Bass，“A　New　Product　Growth　Model　for　Consumer　Durables，”
　　”伽α彫刎2〃Sδ舳02，Vol．15，No．5．1969，p．226．
　（6）V・Sri口ivasan，C・H・Mason，“Nonlinear　Least　Squares　Estimation　of　New
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　　∂2刎｛65，Hafner，1957．
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　　Models　jn　Marketi皿g，’’ノo〃刎1〆〃〃加〃〃＆Vol，43，No．4，ユ979，p．57．
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⑩Y・J・Wind・1〕70伽6まPo物1Co鮒ψお，〃2肋oゐ，α〃S肋惚ツ，Addison
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